
































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































こうして、2012 年 11 月下旬には、党集会において党総務会の提案やノルトライン・ヴェスト
ファーレン州支部の提案を取り込んだ決議が採択された。その主な内容は、以下の通りであっ
た。 （46）




























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































  　このような年金財政の改善を受けて、連邦政府は保険料率引き下げ開始を当初予定の 2014 年から前倒しする
意向さえ示すようになった。2011 年 8 月には、（労使と政府の代表によって構成される）公的年金保険料算定部
会は、2012年に保険料率を19.6％に、2013年には19.1％に引き下げることが可能であるとの予測を公表し、実際
にも年金保険料率は2012年1月に19.6％へと引き下げられた。






































が、年金保険金庫が保有しているデータでは、1978 年から 2001 年に関して（ハルツ改革以前の）失業手当受給
期間と失業扶助受給期間の区別がなされておらず、連邦雇用エージェンシー（BA）も、失業を理由とした給付
の種類についての情報を5年以上保管していなかった。さらに、年金保険側は、そもそも失業手当受給期間と失
業扶助受給期間を区別すること自体に客観的正当性がないと指摘した。年金保険同盟によれば、第一にこれらの
規定は何度も改正されており、第二に労働者が短期間の失業を何度も繰り返した場合と一度に長期にわたって失
業した場合で待機期間への算入の可能性が異なることになってしまうと考えられた。これらの理由から、年金保
険側は、ナーレスの提案しているような失業期間の区別をすべての労働者に対して長期の就業期間全体にわたっ
て公正な形で実施することは不可能であると主張した。
  　失業期間の区別をデータによって裏付けることが困難であるという年金保険側の指摘に対して、労働省は、45
年の待機期間を有する労働者の多くは決して長期の失業に陥ったことはなく、何も証明する必要はないとしたう
えで、各州保険庁が詳細な情報を保管していることから、データ不足はそれほど深刻なものではないと反論した。
さらに、政府は年金改革法案の閣議決定にあたって、45年以上の待機期間を有していることについて他の証明方
法のない労働者に対しては、待機期間に関する「宣誓保証」を行わせるという手続をとることを追加した。FAZ 
vom 23. und 28. Januar 2014.
（69）FAZ vom 24. Januar 2014. FAZ紙は、連立与党首脳のこのような方針を典型的なクライアント政治であると
して、次のように批判した。
  　「年金以上に政界、経済界、社会を騒がすテーマはほとんどない。この政治的アジェンダはドイツ国民の急速
な高齢化に沿ったものである。近年高齢化がわが国の都市やゲマインデをどれほど強く特徴づけているかは、ア
ジアの若い諸国からドイツに戻ってくると、特に目につく。わが国では選挙も高齢者によって決定されることを
考えれば、それは論理必然的なことである。連邦統計庁のデータはそのことを証明している。前回の連邦議会選
挙において、60歳以上の世代は2,130万人で、30歳以下の有権者の2倍以上の数を占めた。高齢者は特に熱心な
有権者でもあり、そのうえ多くの若者は投票を棄権していることから、選挙結果に対する高齢者の影響力は、そ
の数よりもさらに大きくなっている。
  　CDU/CSUが『母親年金』を自らの中心的なテーマにしたことは、選挙戦術的には大当たりであった。CDU
はそれによって男性の間でよりも女性の間で明確に多くの票を獲得し、1970 年代以降最高の得票率を獲得した。
SPDも『63歳からの年金』計画によって高齢者から多くの票を得た。今や連立与党は約2,000億ユーロのばらま
きによって、母親に対する少額の年金割増や専門労働者に対する早期年金といった形で、自らの支持者にサービ
スをしている。」FAZ vom 29. Januar 2014.
（70）FAZ vom 30. Januar 2014; FAZ vom 3. Fabruar 2014.
（71）FAZ vom 26. Fabruar 2014.
（72）FAZ vom 7. und 17. März 2014.
（73）FAZ vom 5. April 2014.
（74）FAZ vom 7. April 2014.
（75）Ebd.; FAZ vom 9. April 2014; FAZ vom 6. Mai 2014.
（76）FAZ vom 2.,  4. und 16. April  2014; Deutscher Bundestag, Wissenschaftliche Dienste, Die Pflicht des 
Arbeitgebers zur Erstattung von Arbeitslosengeld nach § 147 a SGB III, Historische Entwicklung und aktuelle 
Rechtslage, WD6-3000-171/07, 2007.
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（77）FAZ vom 22. April 2014.
（78）FAZ vom 4. April 2014.
（79）FAZ vom 5. Mai 2014.
（80）FAZ vom 20. Mai 2014.
（81）シーバーリングが提案した「期限日」方式に対しては、内務省と司法省が懸念を示した。両省によれば、早
期退職年金の濫用対策という理由だけで一定の期限日以降の失業期間の算入を一律的に排除することは、違憲の
疑いを招く危険性があった。また、年金受給開始直前の2年間の失業期間だけを算入から除外するという「移動
期限日」方式に対しても、両省は否定的な態度をとった。他方、両省はそれらに代わる方式として、失業状態か
ら年金受給開始までの間が12週間の阻止期間より短い場合（労働者が自ら退職した場合）には失業期間を待機期
間に算入しないという方式を提案した。さらに、両省は、これと連動して、SPDの提案と同様に、企業側が高齢
労働者を解雇した場合には、経営者に対して当該労働者の失業手当及び社会保険料弁済義務を課すという措置を
提案した。しかし、連立与党間の妥協では、結果的に「移動期限日」方式が採用された。
  　ただし、この「移動期限日」方式にも抜け穴があり、例えば、労使が合意の上で61歳から労働時間を1か月あ
たり15時間未満に削減し、実質月額所得を165ユーロ以下（この額を越えた場合には失業手当と相殺される）に
すれば、2年間にわたって失業手当を満額受給できる一方、形式上年金保険料を支払い続けることによって63歳
の時点で45年間の待機期間という条件を満たすことができると指摘された。また、連邦議会専門調査局は、「移
動期限日」方式の下では労働者が事実上企業側の都合で失業状態になった場合と、企業倒産によって失業した場
合で異なった扱いを受けることになり、憲法上の平等原則に関する疑いがあると指摘した。FAZ vom 18. Juni 
2014; FAZ vom 10. Juli 2014.
（82）FAZ vom 20., 21. und 27. Mai 2014.
（83）FAZ vom 24. Mai 2014; Bundesgesetzblatt Teil I Jahrgang 2014, Nr. 27, Ausgegeben zu Bonn am 26. Juni 
2014, S.787ff.
＊本稿は平成 28 年度科学研究補助金基盤研究（C）「政策を分析視角としたドイツ政党システム
流動化の研究」の研究成果の一部である。また、現地での調査に際して、柳秀直ミュンヘン総領
事及び佐藤公紀在ドイツ日本国大使館専門調査員から多大の支援を得た。ここに改めて謝意を表
したい。
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